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【誤訳訂正書】
【提出日】令和1年9月26日(2019.9.26)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００３６
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００３６】
　本発明の水性分散液（Ｐ）は、いずれの場合も、分散液（Ｐ）の総質量に対して、好ま
しくは３０～８０ｗｔ％、より好ましくは３５～７５ｗｔ％、非常に好ましくは４０～７
０ｗｔ％、殊に好ましくは４０～６５ｗｔ％の範囲の固形分含量を有する。
　本発明の水性分散液（Ｐ）は、均一分散液であることが好ましい。本発明の水性分散液
（Ｐ）に含まれる粒子は、１００ｎｍ～５００ｎｍ、より好ましくは１５０～４００ｎｍ
、極めて好ましくは１５０～２５０ｎｍの範囲の平均粒子径を有することが好ましい。対
象となる数値は、エタノール中でのレーザー回折によって、Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｉｎｓｔｒ
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ｕｍｅｎｔｓ　Ｌｔｄ．ＵＫ製のＭａｓｔｅｒｓｉｚｅｒ２０００装置によって決定され
るサンプル体積（Ｄ５０－メジアン値）に基づく平均粒子径である。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０１４７
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０１４７】
　１．３　（Ｐ１）および（Ｐ２）からの本発明の水性分散液（Ｐ）の製造
　第１．１節に記載のように得られる固形分含量６９ｗｔ％のポリマー樹脂（Ｐ１）の溶
媒を含む分散液３３質量部を反応器に仕込み、１００℃の温度に加熱する。第１．１節に
記載したような固形分含量１００ｗｔ％のポリマー樹脂（Ｐ２）２３質量部を先ず溶融し
、この溶融状態で、１００℃においてポリマー樹脂（Ｐ１）の溶媒を含む分散液にゆっく
りと加えて、いずれの場合もポリマー樹脂の固形分含量に対して、ポリマー樹脂（Ｐ１）
および（Ｐ２）の１：１混合物を得る。得られる混合物を均質化し、８０℃に冷却する。
この温度で、２質量部のジメチルエタノールアミン（ＤＭＥＡ）を混合物に加える。この
後、均質化を繰り返し、得られる混合物をその後９０℃に加熱する。この時点で、この温
度において、４２質量部の脱イオン水を撹拌しながら加える。続いて、減圧下で、有機溶
媒、殊に存在するＭＩＢＫを除去する。その後、脱イオン水を加えて、得られる（Ｐ１）
および（Ｐ２）を含む本発明の水性分散液（Ｐ）中の固形分含量を水性分散液の総質量に
対して４５～５０ｗｔ％の範囲に設定する。得られた水性分散液（Ｐ）は、沈殿物のない
安定な均一分散液である。分散液に含まれる粒子は、１５０ｎｍ～２５０ｎｍ（これは、
エタノール中でのレーザー回折によって、Ｍａｌｖｅｒｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　Ｌ
ｔｄ．ＵＫ製のＭａｓｔｅｒｓｉｚｅｒ２０００装置によって決定されるサンプル体積（
Ｄ５０メジアン値）に基づく平均粒子径である）の範囲の平均粒子径を有する。
　１．４　さらなるポリマー樹脂（Ｐ２）の調製
　ポリエステルは、さらなるポリマー樹脂（Ｐ２）として使用される。このポリエステル
は、以下に記述する成分を撹拌しながらディソルバーを用いて記述する順序で組み合わせ
ることによって調製される：エチレングリコール（８．３５ｇ）、トリメチロールプロパ
ン（１．９７ｇ）、ネオペンチルグリコール（２７．６６ｇ）、イソテレフタル酸（３３
．７９ｇ）、アジピン酸（５．３１ｇ）及びヘキサヒドロフタル酸無水物（２２．７８ｇ
）。Ｆａｓｔｃａｔ（登録商標）４１００（０．１３ｇ）を触媒として使用する。用いた
成分を反応器に導入し、得られた混合物を２３０～２５０℃に加熱し、攪拌しながらプロ
セスで溶融させる。適当な場合には、生成した反応水を蒸留により除去する。これにより
、固形分１００重量％のさらなるポリマー樹脂（Ｐ２）としてポリエステルが得られる。
このポリエステルはヒドロキシル基を有し、酸価はポリエステルのｇ当たり＜２５ｍｇＫ
ＯＨである。
　１．５　（Ｐ１）および（Ｐ２）からさらなる本発明の水性分散液（Ｐ）を調製するこ
と
　まず、１．１節で得られた固形分６９重量％のポリマー樹脂（Ｐ１）の溶媒分散液３３
重量部を反応器に仕込み、温度１００℃に加熱する。固形分１００重量％のポリマー樹脂
（Ｐ２）２３重量部を１．４節に記載したようにまず溶融し、この溶融状態で、ポリマー
樹脂（Ｐ１）の溶媒分散液に１００℃で徐々に添加して、それぞれの場合にポリマー樹脂
の固形分に基づいてポリマー樹脂（Ｐ１）と（Ｐ２）の１：１混合物を得る。得られた混
合物を均質化し、８０℃に冷却する。この温度でジメチルエタノールアミン（ＤＭＥＡ）
２重量部を混合物に添加する。その後、均質化を繰り返し、得られた混合物を次いで９０
℃に加熱し、この時点及びこの温度で４２重量部の脱イオン水を撹拌しながら添加する。
その後、減圧下で有機溶媒、特にＭＩＢＫが存在する有機溶媒を除去する。その後、脱イ
オン水を添加して、水性分散液の総重量を基準として４４～５０重量％の範囲の得られた
本発明の水性分散液（Ｐ）中の固形分（（Ｐ１）及び（Ｐ２）を含む）に設定する。得ら
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れた水性分散液（Ｐ）は、沈殿物のない安定な均一分散液である。分散液に含まれる粒子
は、１５０ｎｍ～２５０ｎｍ（これは、エタノール中でのレーザー回折によって、Ｍａｌ
ｖｅｒｎ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ　Ｌｔｄ．ＵＫ製のＭａｓｔｅｒｓｉｚｅｒ２０００
装置によって決定されるサンプル体積（Ｄ５０メジアン値）に基づく平均粒子径である）
の範囲の平均粒子径を有する。
　１．６　（Ｐ１）および（Ｐ２）（比較分散Ｖ）からの非本発明水性分散液（Ｐ）の調
製
　１．１節に記載したポリマー樹脂（Ｐ１）の溶媒分散液を脱イオン水と混合し、減圧下
でそこに含まれる有機溶媒を除去する。その後、脱イオン水を添加して、水性分散液の総
重量を基準として４４重量％のポリマー樹脂（Ｐ１）の得られた水性分散液（Ｐ）中の固
形分に設定する。この固形分４４重量％の水性分散液５２．３重量部を反応器に最初に充
填し、８０℃の温度に加熱する。２３重量部のさらなるポリマー樹脂（Ｐ２）（１．４節
に記載）を固形分５１００重量％で、ペレット化した形態でポリマー樹脂（Ｐ１）の水性
分散液に添加して、ポリマー樹脂（Ｐ１）の水性分散液を形成し、ポリマー樹脂の固形分
に基づいて、ポリマー樹脂（Ｐ１）および（Ｐ２）の１：１混合物を得る。この温度で撹
拌しながらジメチルエタノールアミン（ＤＭＥＡ）２重量部を混合物に添加する。これに
続いて、攪拌を行い、得られた混合物を次いで９０℃に加熱する。その後、４２重量部の
脱イオン水を添加して、（Ｐ１）及び（Ｐ２）を含む比較用水性分散液中の固形分含有量
を４４～５０重量％（水性分散液の総重量に基づく）の範囲内で設定する。得られた比較
用水性分散液は、不均質であり、著しい沈殿物の出現が確認される。その分散液中に含ま
れる粒子は、＞１μｍの平均粒子径を有する。本発明の水性分散液を調製するためのプロ
セスによらずに製造された比較用分散液は、１．５節で記載した本発明の水性分散液（Ｐ
）の特性と実質的に異なる。
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